
報酬等に関する開示事項（単体）

１．当行（グループ）の対象役職員の報酬等に関する組織体制の整備
状況に関する事項
（1） 「対象役職員」の範囲

　開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象役員」及び「対象
従業員等」（合わせて「対象役職員」）の範囲については、以下のとおり
であります。
① 「対象役員」の範囲
　「対象役員」は、当行の取締役及び取締役 監査等委員であります。
なお、社外取締役及び社外取締役 監査等委員を除いております。
② 「対象従業員等」の範囲
　当行では、対象役員以外の当行の役員及び従業員ならびに主要
な連結子法人等の役職員のうち、「高額の報酬等を受ける者」で当行
及びその主要な連結子法人等の業務の運営又は財産の状況に重要
な影響を与える者等を「対象従業員等」として、開示の対象としてお
ります。
　なお、当行の対象役員以外の役員及び従業員ならびに主要な連結
子法人等の役職員で、「対象従業員等」に該当する者はおりません。

（ア） 「主要な連結子法人等」の範囲
　「主要な連結子法人等」とは、当行の連結総資産に対する当該子
法人等の総資産の割合が２％を超えるもの及びグループ経営に
重要な影響を与える連結子法人等ですが、該当する連結子法人
等はありません。

（イ） 「高額の報酬等を受ける者」の範囲
　「高額の報酬等を受ける者」とは、当行から基準額以上の報酬等
を受ける者であります。当行では基準額を11百万円に設定してお
ります。当該基準額は、当行の過去3年間（平成24年4月～平成
27年3月）の半期における役員報酬額の平均をもとに設定してお
りますが、期中退任者・期中就任者は除いて計算しております。
　なお、退職一時金につきましては、報酬等の金額から退職一時
金の全額を一旦控除したものに「退職一時金を在職年数で除した
金額」を足し戻した金額をもって、その者の報酬等の金額とみな
し、「高額の報酬等を受ける者」の判断を行っております。

（ウ） 「グループの業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与える
者」の範囲
　「グループの業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与え
る者」とは、その者が通常行う取引や管理する事項が、当行、当行
グループ、主要な連結子法人等の業務の運営に相当程度の影響
を与え、又は取引等に損失が発生することにより財産の状況に重
要な影響を与える者であります。

（2） 対象役職員の報酬等の決定について
①対象役員の報酬等の決定について
　当行は、当行の役員（取締役 監査等委員を除く）の報酬体系、報酬
の内容を審議する機関として、持株会社において報酬委員会を設置
しております。報酬委員会は、持株会社及び子会社の取締役の報酬
等の内容にかかる決定方針及び報酬の内容（金額が確定しているも
のは金額、金額が確定していないものは具体的な算定方法、金額以
外のものは具体的内容）を審議しております。報酬委員会は、持株会
社の取締役会の決議によって選定された取締役5名をもって構成
し、そのうち1名以上は社外取締役としております。業務推進部門か
らは独立して当行の株主総会の決議の範囲内で報酬決定方針等に
ついて取締役会に答申し、取締役会はかかる答申を尊重して報酬決
定方針等を決定します。
　なお、取締役 監査等委員の報酬については、当行の株主総会にお
いて決議された取締役 監査等委員報酬限度額の範囲内において、会
社法第361条第3項の定めに従い取締役 監査等委員の協議により決
定しております。

（3） 報酬委員会等の構成員に対して払われた報酬等の総額及び報酬委員
会等の会議の開催回数

２．当行（グループ）の対象役職員の報酬等の体系の設計及び運用の
適切性の評価に関する事項
（1） 報酬等に関する方針について

① 対象役員の報酬等に関する方針
　当行は、役員報酬制度の透明性をより高めるとともに、業績の向
上や企業価値増大への貢献意欲及び株主重視の経営意識を高める
ことを目的として、役員報酬制度を設計しております。具体的な役員
報酬制度といたしましては、役員の報酬等の構成を、
　・基本報酬　
　・業績連動型報酬　
　・株式報酬型ストックオプション
としております。

　基本報酬は役員としての職務内容・人物評価・業務実績等を勘案
し、業績連動型報酬は、業務執行から独立した立場である社外役員
を対象外としたうえで、当行の業績を勘案して決定しております。株
式報酬型ストックオプションは、業績連動型報酬と同様に業務執行か
ら独立した立場である社外役員を対象外としたうえで、より長期的
な企業価値の創出を期待し、一定の権利行使期間を設定し、役員の
職位に応じた新株予約権を付与しております。
　役員の報酬等は、株主総会において決議された役員報酬限度額
の範囲内で決定しており、社外取締役を委員長とする持株会社の報
酬委員会による審議を経て、取締役会にて決定しております。
　なお、取締役 監査等委員の報酬については、株主総会において決
議された役員報酬限度額の範囲内で、社外取締役 監査等委員を含む
取締役 監査等委員の協議により決定しております。

３．当行（グループ）の対象役職員の報酬等の体系とリスク管理の整
合性ならびに報酬等と業績の連動に関する事項
　対象役員の報酬等の決定に当たっては、株主総会で役員全体の報酬総
額が決議され、決定される仕組みになっております。
（1） 対象役職員の報酬等の決定における業績連動部分について

① 業績連動部分の算出方法について
　対象役職員の報酬の決定の前提となる業績は、業績考課の対象
期間における当期純利益をもって、業績として認識しております。ま
たそこで認識された業績に応じて、業績連動部分の報酬額を特定し
ております。

４．当行（グループ）の対象役職員の報酬等の種類、支払総額及び支
払方法に関する事項
対象役職員の報酬等の総額 （自 平成27年4月1日 至 平成27年9月30日 ）

５．当行（グループ）の対象役職員の報酬等の体系に関し、その他参
考となるべき事項
　特段、前項までに掲げたもののほか、該当する事項はございません。
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（注）１．固定報酬の総額には、当事業年度において発生した繰延べ報酬28百万円
（対象役員28百万円）が含まれております。
２．株式報酬型ストックオプションの権利行使時期は以下のとおりでありま
す。なお、当該ストックオプション契約では、行使期間中であっても権利行
使は役職員の退職時まで繰延べることとしております。

行使期間
株式会社山口フィナンシャルグループ 
第1回新株予約権 
株式会社山口フィナンシャルグループ 
第2回新株予約権

平成23年11月1日から
平成53年10月31日まで
平成24年7月31日から
平成54年7月30日まで

株式会社山口フィナンシャルグループ 
第3回新株予約権

平成25年7月24日から
平成55年7月23日まで

株式会社山口フィナンシャルグループ 
第4回新株予約権

平成26年7月30日から
平成56年7月29日まで

株式会社山口フィナンシャルグループ 
第5回新株予約権

平成27年8月26日から
平成57年8月25日まで

開催回数
（平成27年4月～平成27年9月）

報酬委員会（持株会社）
取締役会　（もみじ銀行）

２回
１回

（注）報酬等の総額については、報酬委員会等の職務執行に係る対価に相当
する部分のみを切り離して算出することができないため、報酬等の総額
は記載しておりません。

経営環境と業績の概況

（平成27年9月30日現在）

（銀行業）
　当行の本店のほか支店等においては、預金業務、貸出業務、内国
為替業務、外国為替業務のほか、商品有価証券売買業務、有価証券
投資業務などを行っております。
　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

■事業の内容
　当行は、銀行業務に係る事業を行っております。
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■業績等の概要　
＜金融経済環境＞
　当中間期におけるわが国経済は、原油価格下落の影響や各
種政策の効果もあって、緩やかな回復基調を辿りました。生産
活動は、新興国経済の減速の影響などから、全体として横這い
圏内の動きとなりましたが、設備投資は、企業収益の改善を背
景に持ち直しました。また、個人消費は、雇用情勢が改善傾向
を続ける状況下で、底堅く推移しました。
　一方、地元経済も、緩やかな回復を続けました。生産活動は、
一部品目において弱含む動きもみられましたが、全体としては
緩やかな持ち直しの動きがみられました。個人消費は、雇用・所
得環境が改善傾向を辿る中、持ち直しつつあるほか、観光面
は、外国人観光客の増加などを背景に、好調に推移しました。
　こうした中で、地域金融機関は、「地方創生」の観点から、地
域経済発展への貢献という使命を果たすべく、財務体質及び
収益力の強化とともに、資金供給の一層の円滑化や金融サー
ビスのさらなる充実が強く要請されております。

＜当行の業績＞
　このような金融経済環境の中、当行はお取引先の皆さまの
ご支援のもと、役職員一丸となって経営基盤の拡充と業績の
伸展、地域貢献に努めてまいりました。
　経常収益は、貸倒引当金戻入益の減少を主因として、前年同
期比１億５百万円減少して70億21百万円となりました。一方、
経常費用は、経費の増加を主因として、前年同期比２億４百万円
増加して56億５百万円となりました。この結果、経常利益は前
年同期比３億10百万円減少して14億15百万円となり、中間純
利益は前年同期比１億75百万円減少して９億24百万円となり
ました。
　また、当中間期における資産・負債に係る主な動向につきま
しては、次のとおりとなりました。
　預金は、地域に根ざした着実な営業展開を実施しました結
果、中間期末残高は、譲渡性預金と合わせますと、前年同期末
比828億円増加して9,448億円となりました。
　貸出金は、お取引先の信頼にお応えすべく健全な資金需要
に積極的姿勢で取り組んでまいりました結果、中間期末残高
は、前年同期末比654億円増加して9,074億円となりました。
　有価証券は、株式の増加を主因として、中間期末残高は、前
年同期末比37億円増加して300億円となりました。

　総資産の中間期末残高は、1兆621億円となりました。
　自己資本比率（国内基準）は、11.30％となりました。

銀行業 国内…本店ほか33支店、1出張所
（株式会社北九州銀行）
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